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Ⅰ　はじめに
　近時，会社がその取締役や使用人等の行為に
より損害を被り，あるいは第三者に対して損害
を与えたことにつき，損害賠償を求める訴訟が
多数見受けられる。その中には，有名企業が当
事者となる場合も少なからずあり，最近では，
ダスキンの未認可食品添加物混入に関する事件
が記憶に新しい。
　同事件は，一審が添加物混入を知りつつ食品
の販売を継続した取締役にのみ責任を認めたの
に対して，控訴審では，販売終了後，「添加物
混入に関する事実を公表せず放置する」という
方針をとった取締役会の構成員たる取締役全員
に責任を認めている点で判断が異なっており，
興味深い。
　これらの事件においては，取締役の監視義務
が問題とされ，各事例ごとにその存否や範囲に
つき様々な判断がなされている。これらの判断
を分析するには，そもそも取締役の監視義務は
何を根拠にして認められているのかを明確にす
ることが重要である。
　この点，従来は，監視義務に関して取締役会
の構成員たる地位と関連づけて議論されること
が多かった。ところが，商法改正に伴い，新会
社法では取締役会のない株式会社が認められる
こととなった。このような改正法の下でも，従
来の議論があらゆる形態の株式会社にそのまま
妥当するのであろうか。
　さらに，近時は，大会社を中心に，適正な企
業統治を確保すべく，内部統制システム構築の
必要性が認識・整備されるようになり，改正法
においても，一定の場合に管理体制構築義務が
明文で定められている。このようなシステム構
築は，取締役の監視義務とどのような関係にあ
り，また，どのような影響を与えるのであろう
か。
　以上の状況を念頭に，若干の検討を試みる。
Ⅱ　ダスキン事件１）の紹介
１．事件の概要
　株式会社ダスキンは，平成12年４月20日から
同年12月20日頃までの間，テスト販売を含め，
未認可添加物 TBHQを含んだ「大肉まん」を
販売した。平成14年５月21日，本件販売につい
ての新聞報道がなされた。また，平成14年５月
31日，大阪府はダスキンに対し，「大肉まん」
につき，食品衛生法に基づく仕入れ・販売禁止
の行政処分をなした。それによって，ダスキン
の売り上げが低下し，フランチャイジーである
ミスタードーナッツ加盟店に対する補償金等の
多額（105億600万円）の出捐を余儀なくされ
た。また，ダスキンは平成12年12月から平成13
年１月にかけて，３回に分け，合計6300万円の
実質的な口止め料を違法添加物が混入している
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ことを知らせた取引業者に支払った。
　以上の損害につき，ダスキンの株主である原
告が，同社の代表取締役，取締役および監査役
に対して損害賠償を求める代表訴訟をおこした
事件である。
　違法添加物の混入を知りながら，その販売の
継続を決定した担当取締役２名は，その余の取
締役とは争点が異なるので，原審の訴訟継続中
に弁論が分離された（②事件・大地判17. 2. 9）。
　そこで，本訴訟（①事件）では，当該「大肉
まん」の販売終了後に違法添加物の混入の事実
を知った担当外取締役らの監視義務違反，内部
統制システム構築義務違反の有無が争われた。
　原審では，担当外取締役の一人（Ｙ２）に対
して最高責任者であった代表取締役（Ｙ１）へ
の報告（善管注意）義務違反があるとして全損
害の５パーセントの責任が認められた。それ以
外の取締役の責任は否定された。
　それに対して，高裁では全員に善管注意義務
違反があると判断され，代表取締役二人には５
億円，その他の取締役・監査役ら９人には２億
円の一部連帯責任を認める判決が下された。
２．本事件の争点２）
　本事件では下記の点につき争われた。
（１）被告Ｙ４（監査役）に対する訴えの適法
性。
（２）「大肉まん」に TBHQが混入したこと（以
下「本件混入」）について，被告らに善管注意
義務違反が認められるのか。
（３）「本件販売」について，被告らに善管注意
義務が認められるのか。
（４）「本件支払」について，被告らに善管注意
義務が認められるのか。
（５）被告らが「本件混入」および「本件販売」
を知った時期とその内容。
（６）被告らの「本件販売」等を認識した後の
対応，当該事実を公表するなどをしなかったこ
となどについて，善管注意義務が認められるの
か。
（７）被告らの「本件販売」等を認識した後の
対応，当該事実を公表するなどをしなかったこ
となどと，出捐及び本件支払との因果関係をど
うとらえるのか。
（８）被告Ｙ１（代表取締役会長兼社長）が未認
可添加物混入のうわさがあったという事実しか
認識していなかった場合に，同被告に，善管注
意義務・忠実義務が認められるのか。
（９）「本件販売」に関して皇宮に責任追及して
いないことについて被告らに善管注意義務が認
められるのか。
３．上記のうち，取締役の監視義務に関する
争点についての当事者の主張，原審，控訴審
の判断を紹介する。
１）争点（２）違法添加物「混入」について
　原告の主張 :「品質管理に関するリスク管理
体制（内部統制システム）構築義務違反があっ
た。その管理体制の内容は，品質管理機関の設
置・品質管理に関するマニュアルの作成及びそ
の周知徹底・その他リスク管理体制の構築（危
機の整備，苦情処理部門の設置，社員行動規範
の整備，社外専門家による検査態勢の整備な
ど）」である。
　被告の主張：「原告の主張するリスク管理体
制は理想論であって，個別具体的な企業事情に
そった善管注意義務の範囲を定めるための主張
にはなっていない。とりわけ，原告が主張する
体制整備というものは，ここ数年言われだした
ものであって，平成12年当時に整備しておかな
ければならないほどの社会風潮ではなかった。
また，リスク管理体制については企業として最
大限取り組むべきであるが，その当時の収益状
況などとの関係で，投資できる費用には限界が
ある」
　原審の判断：未認可添加物が混入した食品を
販売しないためのリスク管理体制構築などに関
しては，ダスキンが品質確保のために必要な措
置を講じていなかったとまではいえないから，
この点に関する限り担当取締役の業務担当取締
役または使用人兼取締役としての善管注意義務
違反は認められない。したがって，直接の担当
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者でなかった被告らに善管注意義務懈怠は認め
られない。
　控訴審の判断：品質管理に関する被告等の善
管注意義務違反を認めることはできない。違法
添加物を混入させた食品会社については，その
品質管理を信頼するに足る取引経験があったこ
とや，当時，技術指導を委託していた会社につ
いても，自ら飲食店を経営するなど，その食品
安全面への配慮については信頼するに値するも
のであったことなどからみて，①品質管理機関
を設置しなければならないほどの必要性があっ
たとは認められず，また②品質管理マニュアル
やその周知徹底は，結果回避（未認可添加物混
入）に結びつくものとはいえない。よって被告
等に品質管理体制の整備義務違反という注意義
務違反は認められない。
２）争点（３）「販売」について
　原告の主張：①違法行為があれば，即座にコ
ンプライアンス部門もしくは品質管理機関を通
じて取締役会に報告される体制を構築すべきで
あった。②取締役会は，違法添加物の使用を発
見した際，どのように報告し，行動すべきかを
示すマニュアルを作成し，それを従業員に周知
徹底させなければならなかった。③カンパニー
制度３）を設けて事業部門の独立性を認める場
合にも，取締役の監視義務は全社に及ぶのであ
るから，当該事業部門限りで情報がとどまるこ
とがないように，現場からの情報が複数のルー
トをたどって，伝達されるような体制作りをす
る必要があった。
　被告の主張：①当時ダスキンには社員研修制
度，稟議規定，法務相談，コールセンター，関
連就業規則の定め，危機管理セミナーなどがあ
り，コンプライアンス経営としての努力を怠っ
ていない。本件は，担当取締役の異常な行動に
よって販売継続が行われたものであって，どん
なに厳格なコンプライアンス体制をとっても防
止しきれない。②本件販売は，業務担当取締役
２名による異常行動によって継続されたのであ
るから，どのような行動マニュアルを整備し，
周知徹底していたとしても防止しきれない性質
のものである。よって，原告の主張は失当であ
る。③これは結果論から導かれる主張であっ
て，到底納得できるものではない。カンパニー
制を導入しているからといって，特別な情報伝
達手段を整備する必要はない。ましてや本件で
は特定取締役の異常な行動によって販売継続が
行われたものであって，そのような異常性まで
防止できるような内部統制システムの構築など
考えられない。
　原審の判断：ダスキンは，当時，担当取締役
は経営上の重要な事項を取締役会に報告するよ
う定め，従業員に対しても，ミスや突発的な問
題は速やかに報告するよう周知徹底しており，
違法行為が発覚した場合の対応体制についても
定めていた。また，その上で，実際に起こった
食中毒に関する企業不祥事の事案と取りあげて
注意を促すセミナーも開催していたものであ
る。これらを総合してみると，ダスキンにおけ
る違法行為を未然に防止するための法令遵守体
制が本件販売当時，整備されていなかったとま
ではいえないものというべきである。したがっ
て，被告人らについて善管注意義務違反は認め
られない。
　控訴審の判断：①ダスキンにおける違法行為
を未然に防止するための法令遵守体制は，本件
販売当時，整備されていなかったとまではいえ
ない。違法行為についての内部告発を促進し保
護する制度について，この当時においてそれを
整備しておくべき義務があったとはいえない
（控訴審で付け加えられた理由）。②本件では業
務執行取締役が，違法添加物が混入しているこ
とを知りながら，その販売を継続していたもの
であるから，違法添加物混入の事実を発見した
場合とは事案を異にするため，原告の主張は当
たらない。③事業部門の独立性を高めるのは，
当該会社が多岐にわたる事業を経営しているた
め，一定の基準を設けて，その範囲内では当該
部門内部で処理可能なこととして，経営効率の
向上を目指すものであるから，情報のすべてを
他の部門に伝達することを要求するのはその趣
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旨に反する。取締役の監視義務が全社的に及ぶ
のは当然であるが，その監視の方法は各事案に
ついての個別のチェックに限られるものではな
い。ダスキンは重要な情報を取締役会への報告
事項と定めていたから，各取締役が定められた
義務を果たせば，各事業部門に生じる問題を全
社的に議論することが可能になっていたはずで
ある。ダスキンにおける違法行為を未然に防止
するための法令遵守体制は，販売当時，整備さ
れていなかったとまではいえないから，一審被
告らの善管注意義務違反は認められない。
３）争点（４）「本件支払」（口止め料）について
　原告の主張：　争点（２）（３）同様，違法
行為予防体制の構築を怠っている。①業務担当
取締役が，関係当事者に対して口止め料として
違法な支出をした。本件支払に関する経理処理
は，当該取締役個人口座へ仮払いという形で，
3300万円が振り込まれ，かつ支払い理由も「異
物混入」なる不自然なものが記載されているに
もかかわらず，経理担当取締役がこれを見落と
したのは，善管注意義務違反である。②他の取
締役等については，カンパニー制を敷いた会社
の他のカンパニーの業務であるからといって，
法的義務である監視義務が免ぜられるものでは
ない。したがって，取締役が直接監視できない
場合には，これに代わるものとして監視できる
体制を構築しておく必要がある。その義務を怠
った。
　被告の主張：①稟議規定に定められた決裁権
限の範囲内で各事業部門に権限を委ねられ，各
部門の統括責任者及び担当役員の責任の下に各
事業部門で完結されるシステムを採用してい
た。したがって，本社経理本部には伝票がまわ
ってこなかった。②取締役の監視義務は必ずし
も事前のチェックを必要とするものではなく，
履歴つきの経理データをいつでも検索・照合で
きるという形で，役員の相互監視が可能な体制
を確保していたものであり，その経理体制は経
営判断に基づく裁量の範囲内で適切なものであ
った。
　原審の判断：ダスキンのように全く種類の異
なる分野にまたがって事業を展開する会社にお
いて，各事業分野ごとに自律性・独立性の高い
組織を設け，当該事業部門に権限と責任を委譲
することは，会社の組織のあり方として一定の
合理性を有する。そして，そのような組織体制
を構築する以上，事業部門がその権限の範囲内
で出捐をする場合に，本社部門が常にその出捐
の必要性，相当性等を審査しなければならない
とまではいうことができない。ダスキンは，履
歴付きの経理データをいつでも検索，照会等す
ることができるシステムを採用しており，一度
特定の事業部門の出捐について疑義が生じれ
ば，当該出捐を含む当該事業部門の出捐につい
てさかのぼって調査することができる追跡可能
性が確保されていた。
　経理本部において経理処理を事前に審査する
体制を構築するためには相当の人員と費用を投
じなければならないものと推認されることに加
え，経理本部の業務内容は予算業務及び決算業
務であったこと等を併せ考慮すれば，経理本部
が事業部門の出捐の必要性，相当性等を審査す
る体制を構築しなかったからといって，経理担
当取締役に善管注意義務違反は認められない。
　したがって，代表取締役社長に監督義務の懈
怠は認められず，その余の取締役についても，
監視義務の懈怠は認められない。
　控訴審の判断：①各事業部門の決裁権限の範
囲内においては，本部経理担当の取締役は費用
名目やその相当性まで精査しないことは当然で
あり，したがって本部経理担当者に善管注意義
務違反はない。②経理担当取締役以外の各取締
役においては，会計情報にアクセスする機会が
一般には認められないので，善管注意義務違反
はない。
４）争点（６）本件販売を認識したあとの「対
応」について
　原告の主張：ダスキンとしては，違法性を発
見した場合には，直ちに違法添加物を食べさせ
た一般消費者に被害回復を申し出る体制を整え
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ておくべきであった。いわゆる内部統制システ
ムの構築義務があった。
　被告の主張：消費者への被害の可能性などが
存在する場合には公表は当然の義務であるが，
もはや公表することが何らの被害救済にもあた
らない場合には，業務担当取締役以外の，調査
報告を受けた取締役，監査役らが「積極的な公
表はしない」と決めた方針については，経営判
断の一つとして免責されうるものである。
　原審の判断：被告（Ｙ２）は，具体的な法令
に違反する可能性のある事実を認識したもので
あるから，担当取締役である被告（Ｙ３）に単
なる事実確認をするにとどまるのではなく，ダ
スキンの業務執行機関の最高責任者であった代
表取締役会長兼社長に報告しなければならない
善管注意義務を負っていたものといえる。しか
るに被告（Ｙ２）は，この義務を怠った。
　被告（監査役Ｙ４）については善管注意義務
違反を否定，その余の被告取締役らに対する内
部統制システム構築義務違反を理由とする責任
については，原告の主張自体を失当とした。
　控訴審の判断：ダスキン経営陣は，もはや消
費者に被害が発生するおそれがなく，また違法
添加物が混入している商品が流通する可能性の
ない時期に至り，違法添加物入りの肉まんの販
売事実や，そのことに関する過去の違法な利益
供与，違法行為隠蔽工作といった事実を後日公
表すべきかどうかは，ダスキンにおける経営判
断であって，善管注意義務違反にはあたらない
と主張する。しかしそれは，本件混入や，本件
販売継続の事実が最後まで社会に知られないで
すむ場合の話である。いわば知られないで済む
可能性に賭けたともいえる。当時の状況からす
れば，取締役らは単に将来発生するであろう問
題を隠せるだけ隠しておいて，問題の先送りを
したにすぎず，たとえばマスコミが公表した場
合や一般消費者が騒いだ場合による会社への影
響を最小限度に食い止める方策等についてはな
んら検討されないままに，消極的な隠蔽工作を
行ったものである。これは重大な問題を起こし
てしまった株式会社の危機対応として，到底合
理的なものとは言えない。現代の風潮として，
一部の取締役が不祥事隠蔽工作を行った場合よ
りも，さらに全社的に隠蔽工作をはかったとい
う場合の方が，その企業に対する社会的非難が
大きくなることは自明のことであり，それに対
応するには，自ら積極的に過去の違法行為を公
表して，積極的に消費者の信頼を回復させるよ
うに努力することしか途はないであろう。こう
いったことはこれまでの企業不祥事の歴史から
みても明らかである。全社的な企業不祥事隠蔽
工作の発覚が企業の存亡にかかわる問題となる
ことは，それまでの事件などをみても十分予測
可能であったといわざるをえない。したがっ
て，取締役らは，当時過去の企業不祥事による
信頼損失の損害を最小限度に止める方策を積極
的に検討することこそが，このときの経営陣に
求められていたものである。にもかかわらず上
記のとおりの曖昧な方針決定をした取締役らの
行為は，「経営判断」というに値しない。取締
役（10人）監査役（１人）全員に善管注意義務
違反が認められる。
４．ダスキン事件での問題点
（１）上記ダスキン事件〔①判決〕についての
担当外取締役についての原審・控訴審の判断
　争点②③④の原審・控訴審の判断はほぼ同様
である。争点⑥のみが善管義務違反を認める視
点が異なるようである。
　〔①事件〕の被告（Ｙ２）は，当時，「大肉ま
ん」とは無関係の業務を担当する専務取締役で
あったが，〔①判決〕は，関係証拠を総合して，
同被告が，TBHQを含んだ「大肉まん」の販
売が終了した約９日後に，取引業者から，「大
肉まん」に使用が許されていない添加物が含ま
れていた問題があることを告げられた事実を認
定した。そのうえで，原審における〔①判決〕
は，「複数の事業を営む相当程度規模の大きい
会社において，複数の業務担当取締役の間の職
務分掌を定める以上，特定の事業部門に関する
事実については担当取締役が処理をすればよい
というのが原則である」が，他方，取締役は，
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会社の全事業について取締役の職務執行を監督
する機関である取締役会の構成員であり，被告
Ｙ２が認識した上記事実は，具体的な法令に違
反する可能性のある行為に関する事実であるこ
とから，担当取締役から合理的な説明がされる
などの特段の事情が認められない限り，取締役
会に対して報告するか，少なくとも業務執行機
関の最高責任者である代表取締役社長等に報告
しなければならない善管注意義務を負うに至る
と判示した。そして，本件において上記特段の
事情は認められないとして，被告Ｙ２の不作為
が善管注意義務違反にあたる（いわゆる監視義
務違反）と判断した。
　これに対して，控訴審では取締役全員の「社
会に公表しなかった」ことと「その信頼損失を
食い止める手だてを怠った」点を問題とされ，
また原審で善管義務違反を認められた２被告に
ついては，その前段階での「販売中止や商品回
収及びその可能性探求」をも善管義務違反の対
象とされているようである。
　本事例では食品販売事業を営む会社が使用を
許されていない添加物を含んだ食品を販売した
事実を知った同社の担当外取締役が，取締役会
もしくは代表取締役に報告しなかった行為，違
法な事実を知った後の事後処理行為等に監視義
務・善管注意義務違反があるとした上で，その
義務違反をチェックする管理体制構築義務違反
が問題となった。一般に，取締役には本来の担
当業務の他に他の取締役の行為を監視する義務
があるとされる。その根拠はどこにあるのか。
また，いかなる範囲につき監視義務を負うので
あろうか。
Ⅲ　取締役の監視義務の根拠
１．代表取締役の監視義務
（１）代表取締役の他の平取締役・使用人に対
する監督・監視義務
　取締役の監視義務の主目的は業務執行権をも
たない取締役（以下，平取締役と称する）が代
表取締役および業務執行取締役，使用人などの
業務執行を監督することにある。そこで，監視
される立場にある代表取締役にそもそも他の取
締役を監視する義務があるのか，あるとしても
それが他の取締役と同程度のものであろうか。
　代表取締役が，他の取締役や使用人等に会社
の業務を任せきりにして，自ら会社の業務執行
に関わらず，結果，それらの取締役などの任務
懈怠を見過ごしてしまった事案において東京高
裁は「おもうに，株式会社の代表取締役は，商
法254条の２の規定に従い，法令及び定款の定
め，並びに総会の決議を遵守し会社のため忠実
にその職務を遂行する義務を負うものである
が，その職務の執行については同法254条２項
によって準用される委任の規定（民法644条）
に則り受任者として委任の本旨に従い善良なる
管理者の注意をもつて事務を処理すベきもので
あり，その職務を行うにつき悪意又は重大な過
失により第三者に損害を及ぼしたときは個人と
して連帯して損害賠償の責に任じなければなら
ないのである（商法266条の３）が，就中代表
取締役は対外的には会社を代表し，対内的には
その業務執行権に基づき会社運営の衝にあたる
者であるから，かかる立場にある者に対して要
求される前叙の善管注意義務並びに忠実義務は
おのずから一般の取締役に対して要求されるそ
れに比較して一段と高度なものであると解する
ベきである。代表取締役が他の取締役，使用人
その他下部職員の補助をえて，業務執行にあた
っている場合には，一般の取締役より一層高度
の注意義務を尽くして忠実にこれら補助者の所
為に職務違反がないかどうかを監視することは
勿論，不当な職務の執行を阻止し，あるいは未
然に防止する策を講ずる等会社の利益を図るべ
き職責を有する」４）としている。同様に代表
取締役および業務担当取締役はその地位ゆえ
に，平取締役よりも注意義務の程度が高いとす
る見解もある５）。
（２）代表取締役の他の代表取締役に対する監
視義務
　代表取締役が複数いる場合に，定款などで指
取締役の監視義務　-ダスキン肉まん事件を契機として-
Page:6無断転載禁止　
取締役の監視義務
89
Mar. 2007
揮監督の関係について別段の定めがない場合
に，相互に監視義務を負うのか。第三者責任を
問われた事件について，最高裁は「代表取締役
（名目的取締役）が他の代表取締役その他の者
に会社業務の一切を任せきりとし，それらの者
の不法行為ないし任務懈怠を看過ごす場合は，
自らも悪意・重過失により任務懈怠をしたもの
として，代表取締役の業務全般の執行を担当す
る機関としての善管注意義務・忠実義務違反」
６）を理由として，第三者責任（現・会429条）
を肯定したものがある。
（３）代表取締役の監視義務の根拠
　上記の最高裁判決，下級審判決は，代表取締
役の監視義務を認めたうえで，その根拠を善管
義務ないし忠実義務に求めているようである。
　これにつき「これらの義務は，決して監視義
務のような一定職務の存在を基礎づけるわけで
はなく，かえってこれを前提としてその職務執
行上尽くすべき誠意や注意の程度を示す基準に
すぎないので，本末転倒である」という批判が
ある７）。
　最近の学説（平成16年改正前）は，代表取締
役については，代表取締役の業務執行機関たる
地位と取締役会の構成員たる地位とを区別し，
他の代表取締役・平取締役らに対する監視義務
は，後者の地位に由来するものという見解が多
数ある８）。
　そして，代表取締役が前者の地位に基づいて
有する下位の業務執行者に対する監督義務は，
取締役たる地位とは別個に一般に業務執行権を
有する者の間における指揮命令の権限関係に由
来するものであるから，後者の地位に由来する
取締役の監視義務とは本来区別するものである
と解している。
　この立場を前提に「代表取締役は，その取締
役会の構成員たる地位においていわゆる監視義
務を有し，また業務執行機関たる地位において
下部使用人らの業務執行行為を監視する義務を
有するが，同時に内部職制上社長でもあるとい
う場合には，その最高統率者たる地位において
他の役付取締役ならびに使用人らに対して，一
般的な職務の統括監督権にもとづく監督義務を
負うと解すべきことになる。代表取締役相互間
でも，実際上業務分担の定めがあり，会社の内
部職制上，上下関係が設定されていることが多
いので，このような場合は，上位の代表取締役
による下位者に対する監督義務といわゆる監視
義務のいずれの関係も存在することになるが，
このような定めがないときは，取締役員として
の監視義務のみでその関係を律するほかないこ
とになろう。」という見解もある９）。
　これに対し，「取締役は，取締役会の構成員
として，善良な管理者の注意をもって（現・会
330条，民644条），取締役会が業務執行の決定
および業務を執行する取締役の職務の執行の監
督を行う。取締役会による業務の執行および業
務執行の監督が適正かつ合理的に行われるため
には，その構成員である各個の取締役が会社の
業務および財産の状況を適格に把握し，他の取
締役の職務を適切に監視することが必要であ
る。このような取締役の監視義務は，取締役会
の構成員としてのそれであることから，代表取
締役のみならず，それ以外の取締役にも要請さ
れる」として，両者の地位を分けない見解もあ
る10）。
　しかし，いずれにせよ代表取締役の監視義務
の根拠は，取締役会を設けない機関構造をみと
める現行法のもとにおいては「取締役会の構成
員としての地位」に求めることは困難であると
思われる。
　また，代表取締役の監視義務の範囲を平取締
役のそれよりも高度であるという見解もとりえ
ない。なぜならば，法は取締役に一般的な善管
注意義務をはじめ，とくに義務を課す場面であ
っても両者を区別はしてはいないからである
（会330条・355条・356条・357条）。また，両者
が会社若しくは第三者に責任を負う場面におい
ても免除規定に該当しないかぎり，両者の責任
は特に区別はされていない（会423条・429条・
430条・424条）。同じ責任を負うということは
抽象的な法的義務は同じであるといえる。
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　もっとも，両者の権限が異なるので，その監
視義務違反が問われる具体的な場面において
は，業務全体を総括すべき代表取締役と自己の
担当業務を第一に専念すべきである業務担当取
締役，単なる平取締役とは，おのずと義務違反
とされる範囲が異なってくるであろう。
　したがって，代表取締役もその他の取締役も
取締役としての地位に監視義務の根拠が求めら
れると考える。そこで，以下，代表取締役も含
めた取締役の監視義務の根拠を検討していく。
２．取締役の監視義務
　取締役は，他の取締役の業務執行について監
視義務を負うか否かについて，取締役会に上程
された事項については，監視義務を負うことは
一般的に認められている。取締役会に上程され
ない事項については争いがある。
　学説は消極説もあるが積極説が多数である11）。
　判例も「株式会社の取締役会は会社の業務執
行につき監査する地位にあるから，取締役会を
構成する取締役は，会社に対し取締役会に上程
された事柄についてだけ監視するにとどまら
ず，代表取締役の業務執行一般につき，これを
監視し，必要があれば，取締役会を自ら招集
し，あるいは招集することを求め，取締役会を
通じて業務執行が適正に行われるようにする職
務を有すると解すべきである」12）として，平
取締役が代表取締役に会社業務の一切を任せき
りにし，その者の手形濫発の結果，会社が倒産
した場合に，平取締役の監視義務違反として第
三者責任を肯定している。
　この取締役の監視義務は以下のように考えら
れている。取締役会は会社の業務執行の意思決
定機関であるとともに職務執行の監督機関であ
り（会362条２項２号），その取締役会の業務監
督機能から，取締役会の構成員である取締役
に，代表取締役の職務執行に対する監視義務が
根拠づけられる。また，取締役会に上程された
事項についてのみ受動的にその是非を判断する
のでは，取締役会の監督機能を充分に果たすこ
とができない。そこで会社の業務執行全般にわ
たって監視し，必要があれば，自ら取締役会を
招集できるよう各取締役に取締役会招集権（会
366条）を認めていることから，取締役会に上
程された事項にかぎらず，上程されない事項に
も及び，このことは取締役の間に業務分担の定
めの有無に影響されないとする13）。
　この取締役の監視義務の根拠を取締役会に求
めることは，株式会社の機関構造を米国になら
ったことからもうかがえる。
　米国の修正模範事業会社法８・01条（ｂ）項
は「会社のあらゆる機能は，取締役会の権限に
より，もしくはその下で行使されるべきであ
り，また会社の営業及び業務は取締役会の監督
の下に管理されるべきである」と規定する。こ
れは現実の会社の業務執行の大部分が役員等の
下位者により行われることを予定し，会社の業
務決定とともに，会社業務を執行する役員，従
業員等の行動を監視・監督することが取締役会
の重要な任務であるする14）。
　しかし，このような考え方は，取締役会を設
置しない機関構造を認める現行法のもとでは妥
当せず，取締役会ではなく取締役としての地位
に取締役の監視義務の根拠を求めるのが素直な
解釈に思われる。
　また，このように広く業務分担の定めの有無
にも関わらず，取締役会に上程されない事項に
まで取締役の監視義務を認めると，取締役に過
酷ともいえる責任を負わせる結果になりかね
ず，上記判例（最判昭48.5.22）以後，下級審
は，監視義務違反があったと認定するための具
体的要件を探求するようになっている。
　本件ダスキン判決（原審）も，「担当取締役
から合理的な説明がされるなどの特段の事情が
認められないので」監視義務違反があるとし，
「特段の事情」を免責の要件にしている15）。
　このように，取締役の監視義務違反の認定に
ついては具体的に検討されている。平取締役の
職務懈怠は，会社業務に全く無関心で代表取締
役に業務一切を任せきりにしている場合，正当
事由なく継続的に取締役会に欠席して，代表取
締役の職務違反行為を不注意にて看過している
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場合，代表取締役の不正行為を知りまたは疑い
があるのに何らの防止措置をとらなかった場合
には，監視義務違反として責任を免れない。取
締役は，合理的な調査と監視を要すると考えら
れる16）。どの程度の情報収集・調査を行えばよ
いのかであるが，弁護士・技師・その他の専門
家の知見を信頼した場合には，当該専門家の能
力を超えると疑われるような事情があった場合
を除き，善管注意義務違反とはならない。ま
た，他の取締役・使用人等からの情報等につい
ては，とくに疑うべき事情がない限り，それを
信頼すれば善管注意義務違反にならないのが原
則であるが，そのことは，他の取締役が他の取
締役の業務執行等に対する一般的な監督義務を
負わないことを意味するわけではない17）。
３．そこで，取締役の監視義務違反に基づき
第三者責任（会429条）を追及する場面（下
記①②③）において，どのような要件のもと
に監視義務違反が制限されたのか見ていく。
１）名目取締役の監視義務違反
　取締役の中で，会社に常勤せず経営にも深く
関与しないことを前提として取締役に就任した
いわゆる名目取締役についても，一般的な監視
義務を拡大し，責任を認めるのが最高裁の判例
18）である。しかし，近時の下級審判例は，一
般的監視義務を肯定しながら，具体的事案にお
いて責任を問う場面を限定し，責任を否定する
事例が多い。例えば，「代表取締役等の任務違
反行為を知りまたは容易に知り得た特段の事情
がある場合に，それを放置した場合」19）には
免責はされないとし，他方，取締役就任にとも
なう事実上の制約（会社からの遠隔地居住，他
会社役員の兼務など）は免責事由とする20）。
２）表見取締役の監視義務違反
　適法な取締役でない者がなんらかの事情で取
締役としての監視義務違反を理由に商266条の
３（現・会429条）の対第三者責任を負うかが
問題となる２つの場面がある。
　ⅰ．適法な選任手続を経ないで，登記簿上に
おいて取締役（代表取締役）として登記されて
いるに過ぎない場合で，取締役就任登記は承諾
しているが会社業務には関与しなかった場合。
　ⅱ．取締役の任期満了，辞任などによって取
締役の地位を失ったが，退任登記が未了である
場合。
　ⅰ．の場合について，最高裁は，株主総会の
選任決議を欠く登記簿上の取締役は，商266条
の３（現・会429条）にいう取締役ではないが，
取締役の就任登記に承諾を与えたものであれ
ば，不実登記に加功した者であり，善意の第三
者を保護する必要があるから，商法14条（現・
会908条２項）を類推して，同人に故意または
過失があるかぎり，当該登記事項の不実なるこ
とを持って善意の第三者に対抗し得ないとし
て，その結果，商266条の３（現・会429条）責
任を肯定している21）。この判決の理論構成は多
数の支持を得ている。しかし，「商266条の３の
責任は法定の特別責任か不法行為責任のいずれ
かであって，契約にもとづく責任でない以上，
同条の責任につき外観の信頼は問題とならず，
商法14条の類推適用を認めることには疑問があ
る」として反対意見も多い22）。
　次に，ⅱ．について，従来の判例は，辞任登
記未了の取締役が，辞任後，取締役の職務を執
行した場合，商法12条の（現・会908条１項）
類推適用により，退任を善意の第三者に対抗で
きない結果，266条の３の責任を負うとする23）。
また，取締役としての職務執行を必要としない
で，商法12条（現・会908条１項）類推適用す
る判例24），商法14条を類推適用する判例25），商
法12条・14条（会908条１項２項）を類推適用
する判例26）などがある。最高裁判例は，「退任
登記未了でも，辞任取締役は，原則として商法
266条の３の責任は負わない。しかし，辞任後
も積極的に取締役として対外的または内部的な
行為をした場合，辞任登記の申請をしないで不
実の登記を残存させることに明示的承諾を与え
ていた等の特段の事情が存する場合には，商法
14条の類推適用により，善意の第三者に対し取
締役でないことをもって対抗することができ
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ず，その結果商法266条の３の責任を負う」27）
とする。この商法14条類推適用にも12条を類推
すべきではないかという批判がある28）。
３）事実上の（代表）取締役の監視義務違反
　競業取引に関する事件で，登記簿上取締役に
はなっていなくても，対外的にも内部的にも，
重要事項についての決定権を有する実質的経営
者（事実上の代表取締役）にも，商法266条の
３第１項（会429条）の類推適用により取締役
と同様な責任を認めた判例29）がある。また，
親会社の代表取締役であり，その子会社の監査
役が，子会社の実質的所有者として，事実上子
会社の業務執行を継続的に行い，支配している
場合は，子会社の事実上の取締役に当り，重大
な過失により，子会社の代表取締役の任務懈怠
行為に対する監視義務を怠ったものとして，商
法266条の３第１項（会429条）による損害賠償
責任を認めた下級審判決30）もある。この例に
ついては「事実上の取締役」の法理の適用とし
てはきわめて異例とする見解もある31）。しかし，
おおむね判例は法定の手続を経ていない事実上
「代表取締役」として支配権を持っていること
を要件に監視義務違反を認めているようであ
る。
４．取締役会がない会社の取締役の監視義務
　最高裁の立場は，前述（Ⅱ２）32）のように，
取締役の監視義務の根拠を取締役会の構成員で
あることに求めている。それでは，取締役会を
設置していないが，２人以上の取締役がいる場
合の取締役の監視義務はどうなるのであろう
か。
　参考となるのは，機関構造が似ている有限会
社33）における取締役の監視義務についての若
干の下級審判決である。これらの判例は，有限
会社には取締役会がないにもかかわらず，取締
役の監視義務を認めている。
　たとえば，甲会社には，Ａ，Ｂ２人の取締役
がいて，Ａが代表取締役とする。甲会社の財務
状態が悪化していて，返済見込みがないことを
知りながらＡが独断でＸ銀行から多額の融資を
受けたが，甲会社は，結局，返済できないまま
倒産した場合に，借入行為に関与しなかったＢ
にも，監視義務違反の責任が問われた事件につ
いて，下級審判例は監視義務があることを肯定
しつつも，「株式会社（取締役会設置）の場合
と異なり，取締役会のような代表取締役の業務
執行の監視・監督を十分に期待しうる制度はな
いから，他の取締役の，代表取締役の業務執行
に対する監視・監督の義務の程度はかなり軽減
されるものと言わなければならない」34）とし
て責任を否定している。
　次に，甲有限会社の代表取締役Ａはその利益
を関連会社に流用し続け，その結果，甲会社は
倒産した。そこで甲会社に対する売掛債権を回
収できなくなった債権者Ｘは甲会社の平取締役
Ｙに対して監視義務違反の責任を追及した。平
取締役Ｙは売上伝票，納品書等を整理し，それ
らを税理士に渡し，税理士が会計帳簿を作成し
ていた。Ｙは中卒者であり，経理についての勉
強したことはなく，決算書類等を読む知識もな
かった。Ｘは経理担当の取締役であるＹはＡの
資金流用行為を阻止すべき義務があったのに，
これを怠ったのは監視義務違反であると主張し
た。裁判所は「Ｙは，代表取締役Ａの業務執行
全般についてこれを監視し業務が適正に行われ
るようにすべき一般的義務を有し，このことは
たとえ名目的に就任した取締役であっても変わ
るところはない」との一般論を述べたのち，
「Ｙは，中学卒業以来，Ａのもとで働いてきた
ものであって，つねにＡのいうことに従ってき
たこと，甲会社はＡのワンマン会社であったこ
とが認められ，このような中でＹがＡの行為を
阻止することは著しく困難であったことが認め
られ」，「Ｙが取締役の立場から代表取締役の右
のような資金繰りの方法に異議を唱えたとして
も，代表取締役がそれを聞き入れて甲会社の資
金を他のグループ各社のために使用するのを止
めた可能性は著しく低かったというべきであ
る。したがって，代表取締役に対するＹの取締
役としての対処内容と甲会社財産の減少に基づ
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くＸの損害との間には相当因果関係をみとめる
ことはできない」35）とした。この事案は，Ｙ
には経理の知識がなく，またワンマン社長と使
用人という関係にあり，Ｙが取締役としての監
視義務をはたすことが事実上不可能な場合であ
った。
　これに対して，経理知識のある税理士が平取
締役に就任していた事件がある。乙有限会社の
代表取締役Ｅが営業不振の関連会社に対する多
額の資金援助をしたため，自社の資金繰りが逼
迫して倒産した。債権を回収できなくなった債
権者Ｇが乙会社の顧問税理士であり，かつ取締
役でもあるＦに監視義務違反の責任を追及し
た。裁判所は「Ｆは，顧問税理士として乙会社
及びＳ会社の両者の税務処理を担当し，決算報
告書も作成していたのであるから，乙会社の取
締役就任当初から乙会社よりＳ会社への多額の
援助資金がなされていること自体は当然認識し
ていたものと推認でき，Ｆにおいても乙会社の
Ｓ会社に対する資金援助が乙会社の資金繰りを
逼迫させていることを認識できたはずである。
したがって，Ｆが税理士として経理についての
専門的知識を有していることからしても，Ｆに
は，乙会社の取締役として同社の代表取締役Ｅ
に対し，乙会社からＳ会社に対する新たな資金
援助を中止するように助言・忠告すべき職務上
の義務が発生していたというべきである。Ｅに
対して，資金援助の中止を一度も進言しなかっ
たことは，乙会社の取締役としての職務を行う
について任務懈怠があったと評価されてもやむ
をえない」と説きつつも，Ｅは乙会社のワンマ
ン体制のもとで独裁的に経営しており，Ｅは乙
会社において税理士としての税理処理以外を期
待されていなかったこと，顧問税理士として以
外に，取締役としての報酬を得ていなかったこ
とを総合すると「Ｆには乙会社の取締役として
の職務を行うについて任務懈怠が認められると
しても，これについてＦに有限会社法30条の３
（現・会429条１項）の悪意又は重大な過失があ
ったとまでいうことはできない」36）とした。
　このように下級審判例は，取締役の対処行為
と損害の間には相当因果関係がないとして，も
しくは，悪意・重過失による監視義務違反はな
かったとして，第三者に対する責任を否定する
ものが圧倒的に多く，下級審判例は，有限会社
の平取締役の監視義務違反の責任を認めること
にはきわめて慎重であるといえる37）。
　これらの判例は，結果としての責任は否定し
ているが，その前提としての取締役の監視義務
を有限会社には取締役会がないにもかかわらず
認めている。その根拠は明確には示されてはい
ないが，従来の株式会社において取締役会の構
成員の地位に基づいて取締役の監視義務を認め
ていた判例の立場を前提としても，取締役会が
ない会社では監視義務の根拠を取締役たる地位
に求めざるを得ないのではないか。
　また，その義務の程度に関しても，上記各事
例では各事件の具体的状況下で，義務違反行為
と認められないことが多いのであって，一般的
に有限会社の取締役の監視義務が取締役会をお
く会社に比較して軽いものであるとは言えない
と考える。
　有限会社の取締役について「会社および第三
者に対し，株式会社とほぼ同様の責任を負う
（有30条の２，30条の３）。有限会社には取締役
会がないので，現実に同意した者だけが共同行
為者とされる（有30条の２第２項，有30条の３
第３項。監視義務違反は別）。」と，有限会社の
取締役の一般的監視義務を認める見解38）もあ
る。
　取締役を置かない会社では，取締役はそれぞ
れが業務執行権という強力な権限を有するので
あるから（会348条１項），それを適切に行使す
るためには取締役会設置会社の取締役と同程度
の監視義務を認める必要がある。また，取締役
会設置の有無にかかわらず，すべての取締役
に，株主に対して報告義務（会357）を負わせ
ていることからもその前提として監視義務の程
度は同一と解することができる。
　したがって，有限会社と取締役に関する機関
構造をほぼ同様とする取締役会非設置会社の取
締役も取締役に対する監視義務を負うものと解
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する。そして，その根拠を取締役としての地位
に基づくものと解すれば，取締役会設置の有無
にかかわらず，すべての取締役は同一の監視義
務を負うと解することが可能である39）。
５．近時の判例
　このように，取締役の監視義務違反について
は，従来中小会社において，対第三者責任との
関係で問題とされることが多かった40）。しかし，
近時は本ダスキン事件をはじめとして上場され
ている大会社においても問題となっている。そ
こで，近時の取締役の監視義務が問題となった
事例をみていく。
（ⅰ）監視義務違反を肯定した事例
　①　日本航空事件41）
　会社がなした関税法・外為法に違反する不正
輸出につき，当該取引は会社に重大な不利益・
損害を及ぼす蓋然性の高い行為であるから，取
引に積極的に関わっていた取締役はもちろんの
こと，取引を中止すればそれによるトラブルを
避けられず，過去の不正輸出も露顕することに
なって会社が多大な損失を被る可能性があった
としても，違法行為の露顕を防ぐために違法行
為を継続することが正当化されるはずもないか
ら，取引継続時に就任し，就任後に不正輸出に
気付いたもののこれを阻止しなかった取締役も
また，善管注意義務・忠実義務違反として責め
を負うとされた事例である。
　②　国民銀行事件42）
　銀行の経営状態が悪化した中で，充分な担保
をとらず，あるいは担保の評価が不充分なまま
融資がなされたことにつき，取締役は取締役会
の構成員として代表取締役及び他の取締役の業
務執行全般について監視義務を負っているとこ
ろ，重大な融資について審査し，頭取の権限行
使の適正を図るべく設置された融資審議会は，
監視義務履行機会の提供場所でもあるのに，同
審議会で単に当該融資に対する反対意見を述べ
ただけで，融資阻止に向けて他のメンバーの説
得にもあたらず，同審議会の出した融資許可の
結論に反対である旨の意見を明記することもし
ない場合は，善管注意義務たる監視義務違反が
あったというべきとされた事例である。
（ⅱ）監視義務違反を否定した事例
　①　大和銀行事件43）
　大和銀行のニューヨーク支店の使用人が不正
行為をして銀行に多額の損失をもたらしたが，
同支店における業務に関するリスク管理体制は
整備されていないとはいえず，したがって，検
査担当取締役及びニューヨーク支店長としての
業務を担当していた取締役には，米国財務省証
券の保管残高の確認方法が適切さを欠いたこと
につき任務懈怠の責任があるが，代表取締役
（頭取，副頭取）には，その確認方法について
疑念を差し挟むべき特段の事情が認められなか
ったので，取締役としての監視義務違反はない
とされた事例である。
　②　三菱石油事件44）
　会社の利益取得に有益な情報を提供した者に
対する報酬として，使用人が合理的な範囲を超
えた金額を支払っていたことに気付かなかった
としても，直ちに善管注意義務違反があるとま
では言えない一方，合理的な範囲を超えた支払
に気付いた後は，支払に関して綿密な管理監督
をしなければならないとして，監督を怠った取
締役の善管注意義務違反を認めた。他方，上乗
せ報酬に気づいた担当外取締役が，報酬の支払
いについて監督する立場にあった代表取締役副
社長に報告し，それにより報酬が減額されてい
たことから，当該報告をした取締役の監視義務
違反が否定された事例である。
　③　ヤクルト事件45）
　投機性の高いデリバティブ取引により，会社
に多額の損害を与えた点につき，当該会社のデ
リバティブ取引に関するリスク管理体制が当時
の水準としては相応のものであること，取引担
当者が金融取引の専門家でなければ発見できな
いような巧妙な態様で制約事項を潜脱していた
ことから，取締役の監視義務違反が否定された
事例である。
　④　雪印事件46）
　いわゆる牛肉偽装事件発覚によって解散が早
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まったため，その間の売り上げ分の損失を被っ
たことにつき，当時の取締役は，ⅰ事件ついて
共謀はもちろん，実質的な関与もなく，また，
ⅱ事務的機械的作業の中で手慣れた者が短期的
になした偽装工作につき，違法行為の可能性を
認識し防止する注意義務はなく，さらに，ⅲ買
上事業に関する報告を求める注意義務はないう
え，偽装が行われないような内部統制システム
構築の義務についても偽装工作の防止策として
は抽象的にすぎ，主張は失当であるとされた事
例である。
Ⅳ　 取締役の監視義務と管理体制構築
義務との関係
　１．ダスキン事件では，主に被告の直接の監
視義務違反ではなく，リスク管理体制構築義務
違反が争われている。またⅡ（５）で見たよう
に，大和銀行事件以降の判例は，監視義務とと
もに管理体制構築義務をも問われている47）。も
っともこれらの事件当時は，管理体制構築義務
が明確に法定されていないので，その判断が現
行法下においてそのまま妥当するかは定かでな
い。そこで，現行法における取締役の監視義務
と管理体制構築義務の関係を検討する。
　内部統制は，元来，internal controlと称され
る米国に由来する概念であり，企業が公表する
財務諸表の信頼性の確保，事務経理の有効性・
効率性の向上，業務執行に係わる法令の遵守を
促すために企業内部に設けられる体制のことを
いう48）。
　現行法は，一部の株式会社（大会社）に，取
締役会もしくは取締役にいわゆる内部統制シス
テム（リスク管理システム）ないしコンプライ
アンス体制を構築することを要求している（348
条３項４号，362条４項６号，５項，416条１項
１号ロ，ホ）49）。
　これは，近時大会社のコーポレート・ガバナ
ンスとして，内部統制体制が重視されてきたこ
とを受けて，すでに従来の委員会等設置会社の
監査委員会の職務の遂行に関連して類似の規定
が置かれていたこと（旧商特21条の７第１項２
号，商法施行規則193条６号参照）との調整を
図ったものである50）。
　取締役は，他の取締役の職務の執行を善良な
管理者の注意をもって監視し，その違法行為を
防止すべき義務があるものと解される（監視義
務）。ところが，規模の大きい会社の事業活動
はその範囲が広く，多くの事業分野に分かれて
いるがゆえに，事業をなんら担当しない取締役
はもちろん，業務担当取締役でも自己が担当す
る分野以外の会社の業務一般の状況を具体的に
把握することは事実上不可能である。そこで，
取締役会もしくは取締役は，業務担当取締役
（又は執行役）や使用人が職務を遂行する際に，
違法な行為に及ぶことを未然に防止し，会社の
損失の発生及び拡大を最小限にするために内部
統制システムを構築し，かつその適切さをチェ
ックしておく必要があり，そのような内部統制
システムの実効性について特に疑念がない限
り，業務担当取締役等から提出される情報を信
用することができ，疑わしい事情が存在しない
限り，積極的に調査をしなかったとしても，監
視義務違反の責任を問われないものと解され
る。
　取締役が「監視義務違反の責任を負うには，
違法行為を防止すべきであったこと，その前提
として知りうべきであったことが要件である。
職務怠慢の者ほど知る機会は少なく，防止の可
能性が乏しいがそういう者の免責を広く認める
のは矛盾である。通常の会社，通常の取締役を
基準に，相当の注意をしても抑止できなかった
かどうかを，客観的に判断しなければならな
い」51）。監視義務の前提として一定の情報が得
られることが必要であるから，そのためにリス
ク管理体制の構築が機能するものと解される。
　また多くの会社の経営者が，株主の支持・信
頼を得るための重要な手段と位置づけ，このシ
ステムの構築を導入することが予想される52）。
　このように，内部統制システムの構築は，取
締役の監視義務を一定限度軽減するはたらきを
有する以上，取締役が監視しているのと同視し
取締役の監視義務　-ダスキン肉まん事件を契機として-
Page:13無断転載禁止　
阪南論集　社会科学編 Vol. 42 No. 2
96
うる程度のシステムである必要があり，従って
そのシステム自体の妥当性・実効性は厳密に判
断されねばならない。
　内部統制システムと呼ばれるものさえ構築す
れば足り，システムの存在のみを理由に取締役
が責任を免れうるのでないことはもちろんであ
る。システムが妥当であり，実効性あるものと
いえるには，そのシステムを通じて各取締役が
様々な情報を知りうることが必要であり，なる
べく多くの情報を検索・収集しうるものである
ことを要する。全ての情報を常に監視する必要
まではないとしても，違法行為を可能な限り発
見しやすい環境を作っておくことが必要なので
あり，情報にアクセスしうる環境を作ること自
体はさほど困難とも思われない。
　このことは，企業規模の大きさ故にカンパニ
ー制などを採用するところでも，基本的に異な
ることはないと考える。その点で，ダスキン事
件の争点（３）「肉まん販売」に関し，各部門
の独立性を理由に，重要事項の報告で足り，あ
るいは内部告発促進の必要性を認めないともと
れる控訴審の判示部分には疑問なしとしない。
　したがって，大会社においては取締役会（取
締役会非設置会社においては代表取締役）が内
部統制システムの大綱を決定し，業務担当取締
役ないし執行役は，その大綱を踏まえ，担当す
る部門におけるリスク管理体制を具体的に決定
する義務を負うものである。大会社において
は，少なくとも，取締役は，業務担当取締役な
いし執行役が，各担当部門に関するリスク管理
体制を構築しているかどうかをチェックする必
要があり，それは取締役としての善管注意義務
の内容をなすと考える53）。
Ⅴ　結び
（１）取締役の監視義務の根拠は，昭和25年改
正で米国の取締役会制度を導入して以来，取締
役会の構成員たる地位にもとめられるのが一般
的であった。しかし，現行会社法は取締役会を
設置しない株式会社を認める現行機関体制のも
とでは，取締役会の構成員としての地位ではな
く，「取締役の地位」にもとめるべきではない
か。とすれば，取締役の地位をもつことが代表
取締役の前提要件であるから，代表取締役もそ
の他の取締役も法的・抽象的には同一の会社の
業務全般に及ぶ監視義務を，会社との任用契約
から発生する善管注意義務（会330条・民644
条）の一内容として負うと考えることができ
る。
　また，取締役会に上程される事項，上程され
ない事項についても区別なく当然に監視義務が
及ぶことの説明も容易になる。
　加えて，代表取締役，業務執行取締役，平取
締役の監視義務の違いであるが，いずれも取締
役としての地位を有することから，法的・抽象
的にはその監視義務の内容は同一であると考え
ることができる。
（２）そのように全てに取締役の監視義務が会
社の業務全般に及ぶ広範なものと解すると，他
の取締役に法令違反の行為があれば，その余の
取締役に常に監視義務違反があることになりか
ねない。取締役に就任することにより，他の取
締役の違法行為についての保証人的地位にも似
た義務を負わせるのと同じになり，責任を負う
場面において酷に過ぎることになる。
　そこで，取締役が事実上，監視することが困
難もしくは不可能な場合に，これに代わる監視
体制を構築すべきことになる。各業務部門毎の
リスク管理体制は，取締役の監視義務を補充す
る機能とその範囲を限定する機能をもつことに
なる。
　ところが，現行法上管理体制の構築を義務付
けられているのは，大会社のみである。中小の
会社においては監視が行き届く充分な管理体制
を整備している会社は少ないと思われる。ま
た，取締役会を設けない会社は取締役会を通じ
て情報を交換し監督するという手立てもない。
その点に鑑みれば，中小会社や取締役会を設置
していない会社の取締役は大会社の取締役に比
して，監視義務の程度は軽減されるべきものと
考えることもできる。
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　ここで一定の大会社にだけ管理体制の構築を
義務づけた趣旨を鑑みると，規模の大きい会社
の事業活動はその範囲が広く，多くの事業分野
に分かれているから内部統制組織が確立され，
適切に運用されている必要があるからである。
そうでないと，各取締役の「監視の目」が行き
届かない状態になるからである。
　他方，中小の会社や取締役会を設置しない会
社のその多くは，有限会社のような小規模な会
社である考えられるので，内部統制組織の確立
運用がなくとも，当然に，取締役の「監視の
目」が行き届くはずであると考えられたからで
ある。
　その点を鑑みると，取締役会を置かない会社
の取締役は，取締役会や内部統制組織が存在し
ないことの一事をもって，取締役会設置会社の
取締役に比して，「監視義務の程度は軽減され
る」といえなくなる。
　また，新会社法は，大会社（資本金５億円以
上又は負債200億円以上の会社）であっても非
公開会社（株式の譲渡に会社の承認を要する旨
の定款規定がある会社）については取締役会を
置かない機関設計が認めることを受けて，新会
社法施工後，迅速な意思決定の実現と役員体制
の簡素化により効率的な経営を図る目的で，上
場されている大会社のいくつかが取締役会の廃
止を決定している。
　これらの会社は，上場を廃止したうえで，取
締役会・監査役会・執行役員会などをも廃止
し，従来の取締役会決議事項を株主総会と社長
決済・報告事項などに振り分ける。そして，そ
の振り分けに関する事前協議・報告機関として
の「役員会」などの任意機関を設けて運営して
いるようである。
　このような会社は従来のように取締役会をお
くことができないような小規模な中小企業とは
異なり，その取締役は当然のことながら，相当
の「監視の目」を持つことが期待されることに
なる。
　そうなると，取締役会を置かない会社の取締
役の監視義務の程度は，その分強化されこそす
れ，軽減されることはないといえる。
　また，取締役会を置かない会社では，取締役
はそれぞれが業務執行権という強力な権限を有
するのであるから（会348条１項），一人一人
が，取締役会設置会社の取締役と同等の監視義
務を負うと考えることも可能である。
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